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１ 平成19年産米の生産調整の取組状況

主食用水稲作付面積は、平成16年産米以降年々減少しており、

農業者・農業者団体の主体的な需給調整システムに移行した19年

産米についてもその傾向に変わりはないものの、主食用米の需要

量の減少に伴う生産目標数量の減少に見合うほどには作付面積は

減っていない状況です（表１）。

このような過剰作付けの状況が改善されなければ、さらに米価

が下落し、経営規模の大きい農業者を直撃するだけでなく、小規

模・高齢者を含めて多数の農業者の経営や地域農業・地域経済に

大きな影響を及ぼすおそれがあります。

このため、関係者が一体となって、全都道府県・全地域におい

て生産調整が達成できるよう全力をあげて取り組むことが必要で

す。

○ 主食用水稲作付面積は、米の需要量の減少に対応するほ

どには減っておらず、過剰作付けは増加傾向

表１ 全国の生産調整の取組状況

資料：農林水産省調べ
注：１）生産目標数量（①）は、消費純増策の取組数量を含み、加工用米取組数量を含んでい

ない。なお、18、19年産については、過剰作付けが解消される方向に誘導する観点から、
需要見通しから一定数量を削減して設定している。
２）実生産量（②）は、統計部公表の水稲収穫量から加工用米取組数量を控除したもので
ある。なお、19年産については、水稲作付面積に作況指数から導かれる予想単収を乗じ
て水稲収穫量を推計している。
３）③は、生産目標数量を全国の平年単収で除した値である。
４）実作付面積（④）は、統計部公表の水稲作付面積から加工用米取組数量を平年収量に

より面積換算した値と、配分基準単収の設定要因による過剰分を控除したものである。

５）19年産の①については、需要量に関する情報である。

生産目標数量 実生産量
①を面積換算
したもの

実作付面積

① ② ③ ④

千ﾄﾝ 千ﾄﾝ 千ﾄﾝ 千ha 千ha 千ha

15 8,536.4 7,624.4 ▲ 912.0 1,629.1 1,630.5 1.4

16 8,574.4 8,598.8 24.4 1,633.2 1,658.4 25.2

17 8,510.4 8,933.3 422.9 1,614.9 1,652.3 37.4

18 8,331.0 8,397.4 66.4 1,574.9 1,642.9 68.1

19 8,284.8 8,542.2 257.4 1,566.1 1,636.9 70.7

年産
②－① ④－③

（需要見通しは833万トン） （需要見通しとの差21万トン）



- 2 -

２ 在庫の状況

主食用米の平成19年６月末の在庫量は、民間流通における販売

段階が32万トン、出荷段階が100万トン、生産段階が51万トンで、

政府備蓄米が77万トンとなっており、合計では前年と同水準の261

万トンとなっています（図２）。

○ 民間流通及び政府における平成19年６月末在庫量は

261万トン

図２ 民間流通及び政府における６月末在庫の推移

資料：農林水産省調べ
注：１）うるち玄米及びもち玄米の値である。

２）各年の民間在庫量において、
① 16年以降については、年間玄米取扱数量500トン以上の業者(販売・出荷段階)の数
量である。
② 15年については、
・ 販売段階の在庫量は、旧登録卸売業者の年間玄米取扱量500トン以上、旧登録小売
業者の1,000トン以上の業者の数量である。
・ 出荷段階の在庫量は、年間玄米取扱数量500トン以上の業者の数量である。
③ 14年以前については推計値であり、
・ 販売段階の在庫量は、卸在庫量に小売在庫量（推計）を加えた数量である。
・ 出荷段階の在庫量は、系統在庫量に非系統在庫量（推計）を加えた数量である。
なお、生産段階の在庫量は、「生産者の米穀現在高等調査」を基に算出した在庫量か

ら精米在庫量（推計）を控除した玄米在庫量である。
３）ラウンドの関係で合計と内訳が一致しない場合がある。
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３ 価格の動向

（１）コメ価格センターの入札価格の動向

平成19年産米の価格については、作況99でありながら、前年産

を大幅に下回る異常事態となっています（図３－１）。

これは、

① 米の消費量が年々減少する中で生産調整の実効性が確保でき

ていないこと

② 主たる売り手である全国農業協同組合連合会が概算金の取扱

いを見直したことが影響していること

③ 過当競争に陥りがちな流通業界の構造であること

④ 消費者の米の購入動向として、低価格米への志向が強まって

いること

等の背景によるものと考えています。

このような状況にかんがみて米緊急対策（平成19年10月29日農

林水産省農政改革三対策緊急検討本部決定。参考付録１ページ参

照）を講じたところであり、直近の取引回の価格動向を見ると、

前回の取引から上昇する傾向が見られます(表３－１)。

注：財団法人全国米穀取引・価格形成センターを「コメ価格センター」と表記している。

○ コメ価格センターの入札価格は、作況99でありながら、

多くの銘柄で前年産を大幅に下回る異常事態となり、

このような特殊な状況にかんがみ、米緊急対策を実施

○ 北海道の銘柄を中心として一部の銘柄は上昇傾向にあり、

銘柄により動向が異なる

図３－１ コメ価格センターの年産別平均価格の推移

資料：コメ価格センター入札結果を基に作成

注： １）価格は包装代(紙袋)、拠出金、消費税を含んでいる。

２）ウェイトは２～17年産までは銘柄ごとの落札数量、18年産以降は銘柄ごとの前年産

検査数量実績としている。

３）19年産については、11月28日現在の値である。

表３－１ 直近取引回の上場銘柄の価格動向

資料:コメ価格センター入札結果を基に作成

注：価格は包装代（紙袋）、拠出金、消費税を含んでいる。
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空前の大不作（作況74）

不作により高騰（作況90）

（円/60kg）

差 比 差 比

北海道きらら397 11月28日 14,815 ＋588 ＋4.1 山形コシヒカリ 11月28日 15,438 ＋109 ＋0.7

北海道ほしのゆめ 11月28日 15,698 ＋1,274 ＋8.8 山形はえぬき 11月28日 14,472 ＋190 ＋1.3

北海道ななつぼし 11月28日 15,540 ＋1,178 ＋8.2 栃木コシヒカリ 11月28日 14,596 ＋124 ＋0.9

宮城ひとめぼれ 11月21日 14,545 ＋165 ＋1.1 三重コシヒカリ一般 11月21日 14,599 ＋137 ＋0.9

秋田あきたこまち 11月21日 14,482 ＋105 ＋0.7 滋賀コシヒカリ 11月21日 14,703 ＋229 ＋1.6

対前回
価格産地品種銘柄 実施日

(単位：円/60kg、％)

産地品種銘柄 実施日 価格
対前回
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（２）産地品種銘柄ごとの価格動向

産地品種銘柄ごとによって価格の動向は異なるものの、銘柄ごと

の価格差は縮小傾向にあります（図３－２）。

過去３ヶ年における産地品種銘柄別の前年産との価格差の動向

を見ると、多くの銘柄は低下傾向にあるものの、北海道の銘柄を

中心として一部の銘柄は上昇傾向にあり、銘柄により動向が異な

っています（参考付録４ページ参照）。

平成19年産米については、多くの銘柄で前年産を下回る価格水準

となっており、直近の取引回の価格は「新潟コシヒカリ一般」は対

前年産同月－11.1%(－2,098円)となっている一方、例えば「北海

道きらら３９７」は対前年産同月＋6.0％(＋845円)となっていま

す（表３－２）。

図３－２ 主な産地品種銘柄の年産別平均価格の推移

資料：コメ価格センター入札結果を基に作成
注： １)価格は包装代(紙袋)、拠出金、消費税を含んでいる。

２)全銘柄平均価格のウェイトは２～17年産までは銘柄ごとの落札数量、18年産以降は銘
柄ごとの前年産検査数量実績としている。

３)19年産については11月28日現在の値である。

表３－２ 主な産地品種銘柄の直近取引回と前年産価格との比較

資料：コメ価格センター入札結果を基に作成
注：１）価格は包装代(紙袋)、拠出金、消費税を含んでいる。

２）いずれの銘柄も「コメ価格センター」業務細則第７条第１項に規定する「種子・栽培
履歴確認米」である。

３）価格は11月28日現在の値である。
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（点線）
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差 比

北海道きらら３９７ 14,815 ＋845 ＋6.0

北海道ほしのゆめ 15,698 ＋1,639 ＋11.7

北海道ななつぼし 15,540 ＋1,614 ＋11.6

宮城ひとめぼれ 14,545 -962 -6.2

秋田あきたこまち 14,482 -960 -6.2

新潟コシヒカリ（一般） 16,772 －2,098 －11.1

対前年産同月
産地品種銘柄 価格
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４ 集荷円滑化対策の現物弁済米の状況

平成17年（全国作況101）に初めて発動された集荷円滑化対策

では、75,030トンが過剰米短期融資の対価として社団法人米穀安

定供給確保支援機構（以下「米穀機構」という。）に18年11月に

現物弁済米として償還されました。

この現物弁済米については、国内主食用米等の需給に影響を与

えることなく処理することが必要であり、販売に当たって制約が

あることから、19年10月末で7,019トンの契約締結にとどまって

おり、米穀機構が保有する現物弁済米は、依然として68,011トン

の在庫となっています（図４）。

図４ 集荷円滑化対策と平成17年産現物弁済米の状況

資料：米穀機構調べ

豊作による過剰米を区分出荷・保管。
（全国・県・地域の作況１０１以上のとき発動）

・　短期融資（3,000円/60kg）
・　生産者支援金（4,000円/60kg）

集荷円滑化対策

　現物弁済数量：７．５万トン
　うち販売数量：０．７万トン

在庫数量：６．８万トン

（平成19年10月末現在）

１７年産現物弁済米の状況


